
【役員の報酬等の額又はその算出方法の決定に関する方針】 

 

 当社における取締役の報酬額（総額）は年額５億円以内とし、その具体的な金額及び支給

時期は、社外取締役が構成員の過半数を占める人事報酬委員会の審議・答申を経て、取締役

会により決定することとしています（2017 年６月 14 日定時株主総会決議による。なお、定

款で定める取締役の員数は３名以上です。）。また、2020 年６月 25 日定時株主総会におい

て、上記の取締役の報酬枠とは別枠にて、取締役（社外取締役は除く）に対して、譲渡制限

付株式の付与のための報酬を支給することが決議されました（2022 年６月 23 日定時株主

総会において一部改定を決議）。当該決議に基づき、取締役（社外取締役は除く）に対して

譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬は金銭債権とし、その総額は年額２億円以内

としています。なお、各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、取締役会に

おいて決定することとしています。 

 当社は、2021 年２月 25 日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係

る決定方針を以下のとおり決議しています（2021 年５月 11 日、2022 年５月 10 日、及び

2022 年６月 23 日開催の取締役会において一部改定を決議）。当該取締役会の決議に際して

は、あらかじめ決議する内容について人事報酬委員会へ諮問し、答申を受けています。また、

取締役会は、当事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容や決定方

法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、

人事報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うも

のであると判断しています。 

 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針は次のとおりです。 

 

ａ．報酬（業績連動・非金銭報酬を除く）等の額又はその算定方法の決定に関する方針 

当社の取締役の報酬に関する方針及び体系については、過半数の社外取締役で構成される

人事報酬委員会にて討議され取締役会への答申を経て決定される。 

取締役報酬の水準については、外部サーベイデータ等を参照し、会社業績を反映できる内容

になっているかどうか、市場競争力を確保できる内容及び水準になっているか等を勘案し、

人事報酬委員会で討議を経た上で決定する。 

人事報酬委員会は、取締役、執行役員、その他同委員会が指定する重要な従業員の評価及び

報酬等の決定方法、個人別の評価及び報酬等について決議し、取締役会に答申することとす

る。 

 

ｂ．業績連動報酬の業績指標の内容・報酬の額又は算定方法の決定に関する方針 

業績連動報酬は、定量的な業績指標（営業収益及び税引前利益）の達成率に応じて計算され

る。最終的な業績連動報酬は、各取締役の当期の貢献度を基に代表取締役社長が調整し、人

事報酬委員会での討議を経て決定されるものとする。 



業績連動報酬は、業績指標達成率 80％から支給開始とし、業績指標達成率 100％時に支給

率 100％となるように設定する。また、業績指標達成率の上限は 150％とし、150％達成時

の支給率は 200％とする。なお、業績に大きな影響を与える事象が発生した場合には、都度

変動報酬の仕組みを再検討することとする。 

 

ｃ．非金銭報酬の内容・報酬の額若しくは数又は算定方法の決定に関する方針 

譲渡制限付株式報酬制度は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとと

もに、株主との一層の価値共有を進めることを目的とする。対象取締役は、当社の取締役会

が予め定める期間中、継続して、当社の取締役会が予め定める地位にあったことを条件とし

て、当社から支給された金銭債権の全部を現物出資財産として払込み、当社の普通株式の発

行又は処分を受けることとする。 

取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬は金銭債権とし、その総額は、

年額２億円以内とする。また、各取締役への具体的な配分については、取締役会において決

定することとする。 

また、譲渡制限付株式報酬として発行又は処分をされる当社の普通株式の総数は年 10 万株

以内（但し、当社の普通株式の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含む）又は株式併

合が行われた場合その他譲渡制限付株式として発行又は処分をされる当社の普通株式の総

数の調整が必要な事由が生じた場合には、当該総数を、合理的な範囲で調整する）とする。 

譲渡制限付株式報酬制度での当社の普通株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象取

締役との間で、①一定期間、本株式について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはな

らないこと、②一定の事由が生じた場合には当社が本株式を無償取得すること等をその内

容に含む契約が締結されることを条件とする。 

 

ｄ．報酬・業績連動報酬・非金銭報酬の割合に関する方針 

業績指標達成率 100％の場合の取締役に対する「固定報酬」「業績連動報酬」の支給割合は、

会長においては概ね１対 0.56、社長は１対１、副社長は１対 0.8 を目途とする。 

 また、会長、社長及び副社長の「株式報酬」の支給割合、及びその他の取締役の「固定報

酬」「業績連動報酬」「株式報酬」の支給割合については人事報酬委員会において検討するこ

ととし、概ねの支給割合をベースに年度業績を反映させた結果を取締役会へ答申するもの

とする。 

 

ｅ．報酬を与える時期又は条件の決定に関する方針 

固定報酬及び業績連動報酬の決定については、年度業績の確定後に人事報酬委員会にて討

議され、株主総会後に到来する最初の取締役会にて決議することとする。 

決議された内容に基づき取締役任期の初月に報酬改定が実施され、固定報酬は各月に支払

い、また業績連動報酬を７月に支払うこととする。 



譲渡制限付株式報酬の各取締役への具体的な支給時期については、取締役会において決定

することとする。 

 

ｆ．報酬等の決定の委任に関する事項 

当社においては、報酬決定を第三者に委任することはない。社外取締役が構成員の過半数を

占める人事報酬委員会の審議・答申を経て、取締役会において決定することとする。 

 

ｇ．上記のほか取締役の個人別の報酬内容についての決定に関する重要な事項 

当社の譲渡制限付株式報酬制度では、当社と対象取締役との間で締結される譲渡制限付株

式割当契約において、一定の事由が生じた場合には当社が本株式を無償取得すること等を

定めている。 

社外取締役については、その役割を勘案し業績連動報酬は支給しないものとし、固定報酬額

については、取締役の報酬総額の範囲内としています。 

また、監査役の報酬（総額）は「年額６千万円以内」です。（2017 年６月 14 日定時株主総

会決議による。なお、定款で定める監査役の員数は３名以上です。）監査役報酬の具体的な

金額は、常勤、非常勤の別、業務分担の状況や他社動向等マーケットの水準も考慮し、監査

役の協議により決定しています。 

 


